
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

前年度 3,748 0

要求額 0 0

決定額 0 0

  新型コロナウイルス感染防止に取り組む中で、医療従事者やその家族、感染者や濃厚接
触者、海外からの帰国者、外国人等に対する不当な差別、偏見、いじめ、誹謗中傷やワク
チン接種を受けていない方に対する差別的な扱いは絶対にあってはならないものである。
　こうした人権問題に対し、国、県、市町村や関係機関において相談窓口を設置し対応し
ており、県では、人権一般の相談窓口として「岐阜県人権啓発センター」において電話・
面接・メールによる人権相談に対応している。
　県民が人権に関する問題に直面した時、様々な施策や制度を円滑に活用し、専門的な助
言や支援によって問題が早期に解決されるよう、県民等に対し、より一層人権相談窓口の
周知を図る必要がある。
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　人権相談窓口周知事業費

0 0

区  分

手数料 財　源

0

財 源 内 訳

県　債

0

一　般

予 算 要 求 資 料

令和５年度当初予算 支出科目 款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費

 ＜財源内訳＞

事 業 名

(前年度予算額： 3,7483,579１ 事 業 費 千円)

使用料 財　産

0

0

3,579

0

0 0 0 0

事業費

3,748

寄附金

電話番号：058-272-1111(内3051)

E-mail：c11227@pref.gifu.lg.jp

（２）事業内容

0 0 0 0

２ 要 求 内 容

収　入
その他

3,579

0

0

環境生活部　人権施策推進課　人権啓発係

（３）県負担・補助率の考え方

（１）要求の趣旨（現状と課題）

人権相談機関の情報を新聞広告掲載、ラジオ放送、バスチャンネルＣＭ放送、インター
ネット検索連動型広告及び啓発ポスターにより周知

【実施事業】
・新聞広告　　　　　　　　　　　  1,425千円
・ラジオ放送　　　　　　　　　　　　714千円
・岐阜バスチャンネル広告　　　　　　 98千円
・インターネット検索連動型広告　　1,087千円
・ポスター作成　　　　　　　　　　  255千円

  すべての県民向けに啓発するため、県が主体となって事業を進めることが必要である。



３　事業費の積算内訳

４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

新聞・ラジオ・バスチャンネルＣＭ・インターネット検索連動型広
告・ポスター作成

  無

　　岐阜県人権施策推進指針

（４）類似事業の有無

事業内容 金額 事業内容の詳細

委託料 3,579

合計 3,579

決定額の考え方
　　周知による明確な効果が確認できないことから計上を見送ります



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R3年度
(R ) 実績

40.7%

○指標を設定することができない場合の理由

（これまでの取組内容と成果）

新聞広告、ラジオＣＭ放送、バスチャンネルＣＭ及びインターネット検索連動型
広告のほか、ポスターを作成し、市町村、金融機関及びコンビニに配布・掲示し
た。県民が新型コロナウイルス感染症に関連する人権問題等に直面した際、各相
談窓口において専門的な助言や支援を受けることで問題の早期解決につなげた。

令
和
３
年
度

　各種広報媒体を活用し、県内の人権相談窓口の周知を行うとともに「ワクチ
ン・ハラスメント」防止啓発メッセージを併せて発信することで、人権侵害の防
止啓発と人権相談窓口周知を両立した効果的な広報を実施した。

指標① 目標：50.9％ 実績： 42.4％ 達成率：83.3 ％

令
和
４
年
度

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

48% 60% 67.9%

指標名
R4年度 R5年度 終期目標
目標 目標 (R ) 達成率

令
和
２
年
度

県人権啓発センター
認知度

44%

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

人権相談に対応している「岐阜県人権啓発センター」の一層の周知を行い、県民が必
要な時に必要な相談等を受けることができるようにする。



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

（次年度の方向性）

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

（今後の課題）

より多くの県民に周知できるよう、広報の内容・方法について検証を行い、必要に応
じ見直しを行っていく。

(評価) 新型コロナウイルス感染症に関連する不当な差別や偏見、いじめ、誹謗中傷
に加え、ワクチン接種を受けていない方に対する差別的な扱いが社会的な問
題となっており、県民が人権問題に直面した時に、必要な相談等を受けるこ
とができるよう相談窓口を周知する必要がある。

３

(評価) 様々な広報媒体を活用することにより、県内全域の幅広い年齢層に満遍なく
周知を行うことができるとともに、同じデザイン・内容により同時期に広報
することにより意識に残りやすく認知度向上につながり、効果的である。３

組み合わせて実施する理由
や期待する効果 など

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
人権相談窓口の認知度向上を図るためには、継続的な啓発活動が重要であるため、今
後も引き続き事業を推進していく。

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
組み合わせ予定のイベント
又は事業名及び所管課 【○○課】

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

(評価) 一体の啓発事業として委託をすることにより、同じ専門業者が同じ内容で同
時並行して複数の広告を制作することができるため、作業時間が短縮され、
費用が抑えられる。２

２ 事業の評価と課題


